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一因として挙げられている（川上 2000 ）。 2000年アメリカ大統領選挙に閲するサ
ーベイ調査では、対象者の6%がインターネットを選挙の情報源としていたと報
告している（Pew Research Center 2000）。別のサーベイ調査では、アメリカ人回答
者の 14%が、インターネァトで得た情報が大統領候補を選択するのに役に立っ






















































ずしも高くない。 Tkach (2001: 46）の研究によると、日本の政党がホームページ








38.0% 、 40歳代では27.7% と少し下がる。年配のユーザーは特に少なく、 50歳代
13.6% 、 60歳代で4.5% 、 70歳以上は 1.0% となっている。また、町村よりも大都
市の方が利用率が高く、 r13大都市では自宅利用、自宅外利用とも25%近くにの







































































査で、層化 2 段無作為抽出法を用いている。 2000年調査は、 7 月 3 日～ 16日に
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2000年の調査では、サンプルの内、 2 % (45人）が「インターネット」上の選
挙情報に接触しており、 28.9%が「新聞の選挙報道j に接触したとしている。｛均




















J毒自虫あり 3.1% I. I% 
接触なし 96.9% 98.9% 
N 986 1129 
x 2検定有意確率’ 1%未満
Cramer’s V: 0.074 



















らかな関係があり、 20歳代（4. 2%）と 30歳代 (3.6%）が最も接触が多い。しかし、
年代が上がるほど接触率は下がり、 50歳以上は1.0% となっている。年齢とイン
ターネット接触の関係は、 1%水準で統計的に有意である。










20代 30代 40代 50伏 60以上
ネット接触
あり 4.2% 3.6% 3.2% 1.0% I.0% x 2検定有意確率：
なし 95.8% 96.4% 96.8% 99.0% 99.0% 1%未満
Cramer's V: 0.090 
N 216 279 347 488 785 
新聞接触
あり 15.3% 22.2% 31.7% 29.7% 24.8% x 2検定有意確率
なし 84.7% 77.8% 68.3% 70.3% 75.2% ！%未満
Cramer's V: 0.109 








中卒 高卒 短大：＂＇ 大卒
接触あり 0.0% I.8% 1.9% 5.5% 
接触なし 100% 98.2% 98. I% 94.5% 
N 456 968 315 364 
x 2検定有意確率： 1%未満
Cramer's v・ 0 123 
中卒高卒短大大卒
19.1% 26.5% 24.1% 33.8% 
80.9% 73.5% 75.9% 66.2% 
456 968 315 364 
x 2検定有意確率 1%未満
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表 4 2000年衆院選（比例区）
選挙 サンプル ネット 新聞
結果 全体 接触者 接触者
自民党 28.31% 39.9% 16.2% 30.9% 
民王党 25.18% 30.2% 48.6% 39.6% 
他の党 46.77% 30.0% 35.1% 29.4% 
100% 10 日% 100% 100% 











選挙 サンプル ネット 新聞
結果 全体 接触者 接触者
自民党 38.57% 51.2% 41.9% 50.9% 
民王党 16.42% 15.0% 22.6% 15.2% 
他の党 44.52% 33.8% 35.5% 34.0% 
100% 100% 100% 100% 
































非常に 多少は ほとんどー 非常に 多少は ほとんど
関心 関心 全くなし 関，L、 関心 全くなし
接触あり 4.0% 1.4% 0.8% 3.2% 1.5% 1.4% 
接触なし 96.0% 98.6% 99.2% 96.8% 98.5% 98.6% 
N 653 1074 521 690 1058 358 
x ＇検定有意確率・！%未満 x 2検定有意確率： 5%未満
Cramer’s v 0.092 Cramer’s V: 0.057 
ここでもう 度、新聞情報接触者と比較することが重要である。表 7 の2000






非常に 多少は ほとんど 非常に 多少は ほとんど
関心 関，L、 全くなし 関，心 関心 全くなし
接触あり 42.1% 28.4% 14.0% 34.3% 25.4% 10.3% 
接触なし 57.90% 71.6% 86.0% 65.7% 74.6% 89.7% 
N 653 1074 521 690 1058 358 
x ＇検定有意確率：！%未満 x ＇検定有意確率・ 1%未満















l 位 景気物価（56.2%) 景気・物価（6日 0%) 景気ー物価（66.5%)
2 位 福祉介護（52.6%) 税金問題（57.8%) 福祉・介護（58.0%)
3 位 税金問題（36.6%) 福祉介護（51.1%) 税金問題（43.2%)
4 位 政権のあり方（51.1%）財政再建（38. I%) 
5 位 財政再建（48.9%) 教育問題（35. I%) 





言及平均 3.08 5.27 4.17 
インターネ 7 トユーザーは、どれほと’政治的に特殊か 9 39 
最初に表 8 の2000年調査結果からみてみよう。注目すべき点は、インターネ
ット接触者の考慮した問題の多きである。 30%以上の回答者が選択した項目は、








一連の改革と関係するものが多い。「財政再建j 「教育問題J 「政権のあり方j は、
新聞接触においても多く言及されている。
次に表 9 の2001年調査の結果をみてみると、 2000年調査と類似した結果が出
ている。回答者の30%以上の言及があった政策項目は、サンプル全体が少なく
( 2 項目）、インターネァト接触者が最も多く（ 9 項目）、新聞接触者がその次に
多い（ 4項目）。平均言及項目も、同じ順序である。





は、サンプル全体の 2 倍近い。行政改革も似たような傾向が見て取れ、 2000年
調査では、インターネット接触者の33.3%、新間接触者の20.7%、サンプjレ全体








l位 景気物価（54.0%) 景気ー物価（53.5%) 景気物価（60.4%)
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注











(7）言及率か30%未満の項目は、表8 と表 9 からは省かれている。
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Political Characteristics of Internet Users: 
An Analysis of Voting Behavior and Political Attitndes 
dnring the 2000 and 2001 Japanese National Election Campaigns 
<Summary> 
Yosh1to Ish10 
This paper analyzes characteristics of eligible Japanese voters who accessed electionｭ
related homepages on the Internet during the 2000 and 2001 national election campaigns. 
These Internet use四 tended to be young and highly educated. In the 20CO Lower House 
elections under the proportional representation system, more Internet users voted for the 
Democratic Party of Japan than for the LiberョI Democratic Party. This voting behavior 
differed sharply from the election results, which favo陀d the LOP over the DPJ In the 
2001 Upper House elections under the proportional representation system, however, the 
voting trend for Internet users differed litle from the trend for gene田l voters; that 1s, 
more people voted for the LOP than for other parties Internet use目 tended to be highly 
interested in elections and in policy issues on political/administ回tive reforms. Therefore, 
it appea目 that Internet use目 voted overwhelmingly for the DPJ in the 2000 elections 
because they could not expect the Mori Cabinet to implement much-needed reforms 
However, in the 2001 Upper House elections, Internet users felt confident that the 
Koizumi Cabinet would implement such reforms, and thus voted for the LOP 
